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　【研究上の特記事項】

　【教育上の特記事項】

　【社会的活動】

　【学内活動】（学内職歴を含む）

① 発達のための臨床
心理学

共著 小林芳郎編著　 本人執筆箇所
「発達臨床心理学の問題と特
徴」pp13-15。発達心理臨床で求
められる資質と倫理（pp195-198

日本心理臨床学会・日本心理学会・日本教育心理学会・日本発達心理学会・日本人間
性心理学会・日本学生相談学会・関西心理学会・日本フォーカシング協会・滋賀県臨
床心理士会

研究テーマは発達臨床心理学である。人は胎生期から，幾たびかの心理・社会的な危
機を体験しながら、変化発達をしている。さまざまな様態の危機状態での支援とし
て、学校臨床、被害者支援、いのちの電話さらにベースとしての家族への支援のあり
方について研究した。一般的な発達原則と、個人をアセスメントし、支援する方法に
ついて研究している。
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教育学修士
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現在の専門分野

著書､学術論文等の名称

所属学会

研究課題

①文部科学省委託事業として平成21年度滋賀県「訪問型家庭教育相談体制充実事業」を引き受け、関係
各機関と協議し、会長として報告書にまとめた。
②内閣府の事業として、犯罪被害者の未然防止や支援を目指して「犯罪被害者支援ハンドブック」を作
成した。
③文部科学省と県との連携で今までなかったいじめや不登校の予防と支援を目指して「中学生保護者支
援員」として相談活動を行った。

発行所、発表雑誌等
又は発表学会等の名称

発行又は
発表の年月

単著､
共著
の別

FD活動の一環として、毎回授業評価を実施するためにコメントカードを導入した。双方向性の授業を目
指しているが、リコメントがかけないので、授業のはじめに少しでも触れるように心がけている。保護
者との連携が必要な場合は、保護者と連絡をし、なるべく直接に面談し、指導に生かすように勤めてい
る。

日本臨床心理士会滋賀県代議員、滋賀県臨床心理士会会長、滋賀県学校臨床心理士コーディネーター、
奈良県情報公開審査委員、奈良県青少年問題協議会副会長、栗東市障害区分認定審査会、滋賀県学ス
クールカウンセラー配置事業協議会、滋賀県子育て支援協議会会長、滋賀県メンタルへルス対策支援セ
ンター事業運営連絡会議委員、滋賀県学校緊急支援連絡協議会委員、ボランティアとしてNPO法人滋賀い
のちの電話理事、NPO氏滋賀犯罪被害者支援センター研修委員、

心理学科主任、学生相談室室長、学生相談員、セクシャルハラスメント相談員、奈良大学地域連携教育
研究センター事業部門Ⅱ責任者、地域臨床実践研究会責任者、ダンスサークル顧問
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① 中年期の発達的危
機・再考～人生の
転換期を物語るこ
との意味～

単著､

の別

② 学校臨床心理士の
発達支援に関する
研究～活動内容、
連携、緊急支援に
ついて～

単著

① いかにフォーカシ
ングを教えるか～
大教室でのフリー
ボックス・イメー
ジ法～

単著

① 犯罪被害者支援ハ
ンドブック

共著

② 平成21年度滋賀県
訪問型家庭教育相
談体制充実事業報
告書

共著

④ 地域臨床実践にお
ける支援者のかか
わり技法～特に学
校コミュニティの
支援について～

共著 学部生や院生が地域臨床実践に
取り組んだ結果の報告や、研究
会で学んだ14人の成果を掲載し
たものである。

犯罪被害者の支援のために支援
にかかわる人の業務や、被害事
例ごとの対応の仕方、相談機関
等について挙げたものである。

子育て支援として、家庭訪問に
よる事業について問題点、課
題、効果などについて」協議し
たものである。

大教室において以下にフォーカ
シングというカウンセリングの
方法を教授できるかについて。
受講生のコメントから分析した
ものである。その結果ある程度
効果があることが示された。

中年期の心理臨床的支援が必要
であったⅡ事例を通して、中年
期に生じる発達的危機から始ま
りアイデンティティの最古移
築、人間関係や自己内適応など
の転回について論じた。

学校臨床心理士がどのような活
動をし、誰と連携し、緊急支援
を体験しているかについて分析
し、学校コミュニティへの発達
支援を分析した。

（その他）

（学会発表）

（学術論文）

奈良大学臨床心理クリ
ニック紀要第2号
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内閣府・滋賀県県民文
化生活部、県民活動課

滋賀県教育委員会

奈良大学地域連携教育
研究センター事業２

平成22年1月

平成22年3月

日本人間性心理学会平成21年8月


